
平成年月日 木曜日 (第号付録) 月目録官 報

日

号
外

ペ
ー
ジ

一
八

医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品

質
、
有
効
性
及
び
安
全
性
の

確
保
等
に
関
す
る
法
律
第
二

条
第
十
五
項
に
規
定
す
る
指

定
薬
物
及
び
同
法
第
七
十
六

条
の
四
に
規
定
す
る
医
療
等

の
用
途
を
定
め
る
省
令
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
八
特4

一

〇
厚
生
労
働
省
、
経
済
産
業
省

一

鉱
業
に
係
る
労
働
災
害
防
止

協
会
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
六
32
三
九

〇
農
林
水
産
省

六

プ
ラ
ム
ポ
ッ
ク
ス
ウ
イ
ル
ス

の
緊
急
防
除
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

七

三

七

農
林
畜
水
産
業
関
係
補
助
金

等
交
付
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

七

五

〇
農
林
水
産
省
、
環
境
省

一

特
定
国
内
種
事
業
に
係
る
届

出
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
九
33

二

〇
経
済
産
業
省

三

特
定
放
射
性
廃
棄
物
の
最
終

処
分
に
関
す
る
法
律
第
十
一

条
第
三
項
の
単
位
数
量
当
た

り
の
第
一
種
最
終
処
分
業
務

に
必
要
な
金
額
及
び
同
法
第

十
一
条
の
二
第
三
項
の
単
位

数
量
当
た
り
の
第
二
種
最
終

処
分
業
務
に
必
要
な
金
額
を

定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

一
三
29

一

四

遺
伝
子
組
換
え
生
物
等
の
使

用
等
の
規
制
に
よ
る
生
物
の

多
様
性
の
確
保
に
関
す
る
法

律
第
三
十
二
条
の
規
定
に
よ

る
立
入
検
査
等
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
八

二

〇
経
済
産
業
省
、
環
境
省

一

特
定
国
際
種
事
業
に
係
る
届

出
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
九
33

四

〇
国
土
交
通
省

六

装
置
型
式
指
定
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

九
28

三

七

地
方
整
備
局
組
織
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

九
28

三

八

海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害

の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

一
五
31

一

九

海
上
運
送
法
第
三
十
五
条
の

規
定
に
基
づ
く
日
本
船
舶
・

船
員
確
保
計
画
の
認
定
等
に

関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

一
六
32
三
九

〇
環

境

省

一

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
23

七

二

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
等
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
二
36

一

規

則

〇
人

事

院

一

四

二
七

人
事
院
規
則
一
│
四
（
現
行

の
法
律
、
命
令
及
び
規
則
の

廃
止
）
の
一
部
を
改
正
す
る

人
事
院
規
則

一
22

九

一

七
一

一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関

す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関

係
人
事
院
規
則
の
整
理
に
関

す
る
人
事
院
規
則

一
22

九

九

八

八
五

人
事
院
規
則
九
│
八
（
初
任

給
、
昇
格
、昇
給
等
の
基
準
）

の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院

規
則

一
22
一
〇

九

四
〇

四
九

人
事
院
規
則
九
―
四
〇
（
期

末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
）
の

一
部
を
改
正
す
る
人
事
院
規

則

一
22
一
一

九

一
二
三

三
三

人
事
院
規
則
九
―
一
二
三

（
本
府
省
業
務
調
整
手
当
）

の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院

規
則

一
22
一
一

九

一
四
四平

成
三
十
年
四
月
一
日
に
お

け
る
号
俸
の
調
整

一
22
一
二

〇
原
子
力
規
制
委
員
会

二

実
用
発
電
用
原
子
炉
及
び
そ

の
附
属
施
設
の
技
術
基
準
に

関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
規
則

二

二

三

試
験
研
究
の
用
に
供
す
る
原

子
炉
等
の
設
計
及
び
工
事
の

方
法
の
技
術
基
準
に
関
す
る

規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る

規
則

二
〇

二

訓

令

〇
内

閣

府

二

内
閣
府
政
策
統
括
官
の
職
務

分
担
に
関
す
る
訓
令
の
一
部

を
改
正
す
る
訓
令

八

一

告

示

〇
内

閣

府

四
四

特
定
教
育
・
保
育
、
特
別
利

用
保
育
、
特
別
利
用
教
育
、

特
定
地
域
型
保
育
、
特
別
利

用
地
域
型
保
育
、
特
定
利
用

地
域
型
保
育
及
び
特
例
保
育

に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定

に
関
す
る
基
準
等
の
一
部
を

改
正
す
る
告
示

九

四

〇
公
正
取
引
委
員
会
、

消

費

者

庁

一

即
席
め
ん
の
表
示
に
関
す
る

公
正
競
争
規
約
の
一
部
変
更

を
認
定
し
た
件

一
九

一

〇
国
家
公
安
委
員
会

三

原
動
機
を
用
い
る
車
椅
子
の

型
式
認
定
番
号
を
指
定
し
た

件

八

二

四

駆
動
補
助
機
付
自
転
車
の
型

式
認
定
番
号
を
指
定
し
た
件

八

二

五

普
通
自
転
車
の
型
式
認
定
番

号
を
指
定
し
た
件

八

二

六

暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行

為
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律

第
三
十
二
条
の
五
第
一
項
の

規
定
に
よ
る
適
格
都
道
府
県

セ
ン
タ
ー
の
認
定
を
受
け
た

公
益
財
団
法
人
暴
力
団
追
放

沖
縄
県
民
会
議
か
ら
代
表
者

変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
件

二
一

四

〇
個
人
情
報
保
護
委
員
会

一

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る

法
律
第
五
十
条
第
一
項
の
規

定
に
基
づ
き
、
認
定
個
人
情

報
保
護
団
体
か
ら
認
定
業
務

の
廃
止
の
届
出
が
あ
っ
た
件

二
八

二


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